
   砥部町普通財産の売払い等に関する要領 

平成 20 年５月 16 日 

告示第 62 号 

 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この告示は、別に定めるものを除くほか、普通財産の売払い又は譲与（以下

「売払い等」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（売払い等の実施基準） 

第２条 売払い等を行おうとする場合は、次に掲げる事項を考慮しなければならない。 

（１）当該財産が、町の施策及び事業において、今後利用の必要性がないと認めら

れること。 

（２）当該財産が、町の財源確保のため、売払い等を行う必要があると認められる

こと。 

（３）当該財産の管理に労力又は費用を要し、売払いを行うことが財政運営上有利

であると認められること。 

２ 売払い等の相手方が、次の各号のいずれかに該当するときは、売払い等をするこ

とができない。 

（１）売払い等に必要な書類が整っていない場合 

（２）土地の利用が、公の秩序又は善良な風俗に反する目的に供すると認められる

場合 

（３）違法行為を行うおそれがあると認められる場合 

（４）被後見人、被保佐人又は被補助人の場合 

（５）破産者で復権を得ない場合 

（６）未成年者の場合 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。

以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団及び警察当局

から排除要請がある者の場合 

（財産処分価格の算定） 

第３条 砥部町契約規則（平成 17 年砥部町規則第 50 号。以下「契約規則」という。）

第 12 条第３項の規定による「適正に定める価格」は、不動産鑑定士による鑑定評

価額を基準として定める。 

２ 財産規模が小さく、前項の鑑定評価額が不動産鑑定委託経費を下回るおそれがあ

る場合は、前項の鑑定評価額を次の方法による算定額に置き換えることができる。 

（１）近隣の類似地に取引事例がある場合は、これを基準とし、当該申請財産の位

置、形状、環境その他取引における価格形成上の諸要素を総合的に比較、考慮



し算定する。 

（２）近隣の類似地に取引事例のない場合は、固定資産評価額等を考慮し、適正な

方法により算定する。 

（用途指定の期日及び期間） 

第４条 砥部町財産管理規則（平成 17 年砥部町規則第 50 号。）第 24 条の規定により、

用途指定する場合の用途に供しなければならない期日又は期間は、次に掲げるとお

りとする。 

（１）指定期日 契約締結の日から２年を超えない範囲内 

（２）指定期間 契約締結の日から５年を下らない期間 

（売払い方法） 

第５条 普通財産の売払いは、一般競争入札により行わなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合は、随意契約により売り払うことができる。 

（１）契約規則第 25 条に規定する予定価格の限度額未満の財産を売り払う場合 

（２）袋地又は狭長である等の理由により買受け希望者の所有地（直接接地するも

のに限り、点での接地は除く。）との一体利用以外、利用が困難な場合 

（３）国、地方公共団体その他の公共的団体に、公用、公共用又は公益の用に供す

る事業のため必要な物件を、直接売り払う場合 

（４）特殊法人及び民法（明治 29 年法律 89 号）第 34 条の公益法人に、その設立の

目的となっている公益事業の用に供するために売り払う場合 

（５）企業誘致のため、特定の相手方へ売り払う場合 

   第２章 一般競争入札 

（入札手続） 

第６条 町長は、入札の執行に伴い、入札日前 15 日以上の期間次に掲げる事項につ

いて掲示その他の方法により公告しなければならない。 

（１）売払いをしようとする財産の明細（土地については地番、地目及び地積、建物

については所在する位置、構造、種目及び床面積、その他の財産については数量

等） 

（２）応募の方法（応募資格、申込書及び応募期限） 

（３）入札の日時及び場所 

（４）契約条項（用途指定、用途に供する期日期間、転売禁止など） 

（５）代金の納入期限 

（６）前各号に掲げるもののほか、必要と認める事項 

２ 入札の結果等の公表は、砥部町における入札及び契約の過程等の公表について（平

成 18 年砥部町制定）に基づき、公表する。 

（売払契約等） 

第７条 契約書は、普通財産売払契約書（様式第１号。以下「売払契約書」という。）



とする。 

２ 契約締結において議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（平成 17 年砥部町条例第 51 号。以下「条例」という。）第３条の規定により、

当該契約が議会の議決に付すべき契約である場合は、仮契約とし、議会の議決後に

本契約を行うものとする。 

３ 売払い代金は、売買契約締結後、町が発行する納入通知書により、町が指定する

期限までに一括して納入するものとする。 

４ 財産管理担当課長（以下「担当課長」という。）は、代金納付の確認及び普通財産

の引渡し終了後、当該財産の所有権移転登記を行うものとする。 

（入札参加資格） 

第８条 普通財産売払いの一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」

という。）は、普通財産売払資格審査申請書（様式第２号。以下「審査申請書」と

いう。）に住民票抄本（法人の場合は登記簿謄本）及び印鑑証明書を添えて、指定

する期間内に申込みをしなければならない。 

２ 町長は、前項の申込みがあったときは、契約規則第６条第３項の規定により入札

参加者の入札資格の審査を行わなければならない。 

３ 入札参加者が次の各号のいずれかに該当する場合は、入札資格がない。 

（１）第２条第２項各号のいずれかに該当する場合 

（２）その他特別な入札資格条件を付したときは、当該条件に該当しない場合 

４ 町長は、第２項の規定により入札参加資格審査を行ったときは、その結果を普通

財産売払資格審査通知書（様式第３号。以下「審査通知書」という。）により、入

札参加者に通知しなければならない。 

５ 入札に参加する資格があると認められた者は、入札日に審査通知書の写しを持参

しなければ、入札に参加することができない。 

   第３章 随意契約等 

（随意契約による売払い又は譲与申請） 

第９条 普通財産の随意契約による売払い等を希望する者は、普通財産売払（譲与）

申請書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。 

 

（申請内容の審査） 

第 10 条 町長は、前条の申請書の内容に応じて、申請者に対し、住民票抄本（法人の

場合は登記簿謄本）、その他必要な書類を提出させたうえで、申請内容が第２条及

び第５条ただし書の規定に照らす等により、審査を行わなければならない。 

２ 担当課長は、売払い（譲与）申請が不適当と認められる場合は、普通財産売払（譲

与）不承認通知書（様式第５号）により申請者にその旨を通知しなければならない。 

（売払い等手続） 



第 11 条 担当課長は、第９条による申請内容が適切と認められた場合は、町長の決裁

を受け、売払い等の開始しなければならない。 

（売払い等契約等） 

第 12 条 契約書は、売払いの場合は売払契約書、譲与の場合は普通財産譲与契約書（様

式第６号）とする。 

２ 契約締結において、条例第３条にの規定により当該契約が議会の議決に付すべき

契約である場合は、仮契約とし、議会の議決後に本契約を行うものとする。 

３ 売払い代金は、売買契約締結後、町が発行する納入通知書により、町が指定する

期限までに一括して納入するものとする。 

４ 担当課長は、代金納付の確認及び普通財産の引渡し終了後、当該財産の所有権移

転登記を行うものとする。 

   第４章 雑則 

 （調査等） 

第 13 条 担当課長は、用途を指定して売払いをした場合は、必要に応じて当該財産の

利用状況を調査し、又は監督しなければならない。 

   附 則 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則（令和８年４月２１日告示第１１４号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 


